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※求職者の入社後について推薦企業が
保証するものではない。

③本仕組みの存在がFIA加盟のメリッ
トとなる

　当面、対象者は、社員·パート·アル
バイトとし、今後、状況を見て個人業
務委託者に拡大も検討していく予定で
す。

■利用メリット

《求職側》
①業界特化のFIA求人企業からのコン

タクト
②自分のキャリアを活かせる機会の獲

得
③旧所属企業の推薦コメントを得られ、

キャリアの裏付けとなる

《採用企業側》
①業界特有の能力・実績・スキル情報

を事前に確認可能

■本プロジェクトの目的

①業界退職者が再び業界内で働ける機
会を提供

②経験者・有資格者の雇用機会創出
③業界で働くことを志望する経験者と

正会員企業のマッチング促進 

　上記のように、フィットネス業界で
経験を積んだ人材がプライベートな事
情等（転居など）で退職を余儀なくさ
れる場合に、FIA正会員企業での働く
場を提供することによって、そのキャ
リアを継続支援することを目的として
います。

■FIA会員企業間での
キャリア継続支援のメリット

①業界経験者を再雇用することで教育
コストを大幅に低減可能

②信頼できる企業の推薦コメントによ
り安心して採用判断ができる

②採用エージェント不要でコスト削減
③店舗責任者とも連携することで、即

戦力の採用が可能 

■仕組みの概要
（スタート段階）

①正会員企業で本仕組みを活用希望す
る企業が採用担当者登録

②求職者が指定フォームに情報記入し、
所属企業上司に相談

③求職者がFIAサイトで希望する勤務
先店舗を検索

④上司が登録企業採用担当者情報+推
薦コメントを求職者に提供

⑤求職者から求人企業採用担当者へ求
職資料をメール送付

⑥求人企業採用担当者から該当店舗へ
情報伝達

⑦該当店舗責任者（上司）は検討の上、
求職者へコンタクトする

※今後、求職希望者増加してきた段階
でシステム化検討を進める 

2026年（令和8年）4月14日

FIAキャリア継続支援プロジェクト
（仮称）

FIAでは、フィットネス業界で経験を積んだ人材がプライベートな事情等（転居など）で
退職を余儀なくされる場合に、

FIA正会員企業での働く場を提供することによって、
そのキャリアを継続支援することを目的として、キャリア継続支援プロジェクトを立ち上げた。

今号では、その目的とメリット、仕組みの概要について紹介したい。
なお、理事会では実施にあたり、正会員企業へのアンケート結果を踏まえ、

あらためてその課題等を精査した上で準備が整い次第スタートすることとしている。

今月のトピックス
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■運用と課題
（スタート段階）

①求職登録条件：本人と旧所属企業の
合意があること

②求職登録期間：退職後最大3年まで
登録可能（目安） 

③求職者は希望するFIA会員企業の店
舗を探す必要がある

④求職者上司は、希望店舗の企業採用
担当者検索の必要あり

⑤企業採用担当者は求職者情報を店舗
に伝達する手間が発生

⑥求職者は求職資料（職務履歴書等）
を作成する必要ある

⑦店舗責任者は求人していない場合も
求職者に対応する手間が発生する

アンケート　
質問項目と結果報告

　本プロジェクト実施に当たっては、
「FIAキャリア継続支援プロジェクト
（仮称）アンケートご協力のお願い」
として本年２月、正会員企業へアンケ
ート調査を実施しました。
　依頼内容は、以下の通りです。
「近年フィットネス業界においても、
人材採用難が一層厳しくなっておりま
す。一方でプライベートな事情等によ
り離職せざる得ない人材も少なくあり
ません。離職者にとって自身のキャリ
アを活かせる機会を得ること、業界に
とって技能と経験のある有為な人材の
キャリア継続を支援する意義のあるも
のと考えております。
　つきましては、当プロジェクトに関
して、ＦＩＡ正会員企業の皆様（特に
採用担当者様）にアンケートにご協力
いただきたくよろしくお願いいたしま
す」

採用プロセスフロー
6

FIA-TOPページの
右上の「会員ログイン」
をクリック

閲覧権限者追加登録方法（本プロジェクトの企業担当者）

このプロジェクトに参加する企業の担当者の情報は、
FIAホームページの会員専用ページに掲載される予定です。
FIA会員企業のドメインのメールアドレスを持っている方は、
どなたでも次の方法で会員専用ページにログインできるようになります。

「「新新規規会会員員登登録録ににつついいててははここちち
らら」」ををククリリッックク

登録画面で必要事項を入力して「登録」をクリック

(ⅰ)登録希望者のお名前
ニックネーム不可

(ⅱ)会社のメールアドレス
個人利用メールアドレス不可

(ⅲ)任意のパスワード
半角英数字8文字以上

(ⅳ)備考
各社にて社員ID等に自由に利
用

9

(ⅰ)

(ⅱ)

(ⅲ)

(ⅳ)

登録ボタンをクリック

2026年（令和8年）4月14日
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アンケート

FIAキャリア継続支援プロジェクトアンケート集計結果（22社/98社）

企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

回答者所属部門名：　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ1	 「FIAキャリア継続支援プロジェクト」推進について賛同しますか？
　・ハイ
　・イイエ
　・その他（　　　　　　　）

Ｑ２	「FIAキャリア継続支援プロジェクト」稼働後に利用希望しますか？
　・ハイ
　・イイエ
　・その他（　　　　　　　）

Ｑ３	「FIAキャリア継続支援プロジェクト」の御社求職者は何人想定できますか？
　・1人～10人/年間
　・1人以上/月
　・2人～5人/月
　・5人以上/月

Ｑ4　当プロジェクトに関して、ご意見やご要望があれば、自由に記述してください。
　　（100文字程度）
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上、ご協力ありがとうございました
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•実際の運用が始まった中で、どこまでキ
ャリア継続のニーズがあるのかは見定め
たいと思います。業界内で働く人材の確
保という点は本当に必要だと思いますの
で、いいきっかけになると、と思います。

•とても良いプロジェクトだと思います。
勤務していたところの勤務実績や推薦書
があるのは大きなメリットです。

•スポーツ業界からの人材の流出が少し
でも緩和できるのであれば、良いプロジェ
クトと思う反面、異業種への転職希望も
多いので、スポーツ業界に戻りたい人へ
の支援までカバーできるとさらに良いプ
ロジェクトになるのではないかと思う。

•人材確保が難しい中で経験者の採用
は前向きに検討していきたいです。今後と
もよろしくお願いいたします。

•ぜひ、進めて下さい！！

フリーコメント

•内容としては良い施策と思うが、実施してみないと
わからない部分もあるため、パイロット版でやってみ
た結果等を見てみたいとは感じる。

•即戦力のフィットネスインストラクターの獲得ができ
れば、大変うれしいです。

•アルバイトも含むということですので想定人数を最
大に設定いたしました。

•別件になってしまいますが、現在一番気になってい
るのはFIAは日本版DBSに対してどのように取り組む
のかという点です。
本FIAキャリア継続支援プロジェクトでは「本人と旧
所属企業の合意があること」が条件のため、本サービ
スを経由して採用した方がリスクを持っている可能性
は限りなく低いと思われますが、元企業が日本版
DBSに取り組まない場合はそのフィルターがなくなっ
てしまいますので、登録企業が日本版DBSで認可をと
っているかどうかも知れるといいなと思います。

まとめ

《回答企業タイプ》
全国規模展開企業　8
エリア展開企業　14
1	 キャリア継続支援プロジェクトには、
	 95％賛同
2	 導入する企業　73％
3	 条件付き導入　22％
4	 導入後の稼働見込み人数　
	 概ね　年間で1人～10人程度／１社
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（2026年2月承認） A25-103175

保険金をお支払いできない主な場合

○制度についてやお申込み方法などお気軽にお問合わせください。

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
ジャパン・アフィニティ・マーケティング株式会社　（FIAサイバーセキュリティ保険窓口）
 〒107-6216　東京都港区赤坂九丁目7番1号　ミッドタウン・タワー

お問合わせ先

引受保険会社
取 扱 代 理 店

0120-257-522 携帯電話からもご利用いただけます。
（9：00～17：00　祝日を除く月～金）

　
振込口座： 三井住友銀行　神田駅前支店（支店番号 220）　普通 1635289
口座名義：FIA 会員情報漏えい保険
　　　　　　（正式名称 : 一般社団法人　日本フィットネス産業協会　会員情報漏えい保険 会長　吉田正昭）

ろう

ろう

保 険 期 間
（ご契約期間）
保険料のお見積り

○2026年 6月1日  午後４時 から1年間　

○新規・継続・コース変更にかかわらず同封の「見積り依頼シート兼告知事項申告書」に必要事項を記入のうえ、
FIA サイバーセキュリティ保険窓口宛にＦＡＸください。
おりかえし、e-mailまたはFAXにて「保険料お見積書」をご返送いたします。

お申込み方法

保険料の払込み

○保険料の掲載された「加入申込票」にて加入コースを選択いただき、押印のうえ、同封の返信用封筒にてお申込みください。
○4月20日（月）　FIA サイバーセキュリティ保険窓口　必着
○ご案内の保険料を5月13日（水）までに下記口座にお振込みください。

093-531-7950ア フィニ テ ィ・
コンタクトセンター

ア フィニ テ ィ・
コンタクトセンター

その他
・この保険契約（保険料確定特約セット）は、ご加入時に把握可能な最近の会計年度等（1年間）の会員数を基に算出した保険料を払込みいただきます。
（注）ご申告いただいた数値を立証できる書類をご提出いただく場合があります。

保険期間終了時に、保険料算出の基礎数値が減少・増加した場合でも、保険料の返還・請求はいたしません。
保険料算出の基礎数値に誤りがあった場合は、ご契約が解除されたり、保険金をお支払いできない場合があります。
保険期間中の保険料算出の基礎数値が、ご申告いただいた数値を著しく上回りまたは下回る見込みがある場合には、この特約はセットできません。

（注）企業買収・部門売却等の予定がある場合（保険料算出の基礎数値が著しく変動することが明らかな場合）、季節的または一時的な営業期間を保険期間（ご契約期間）と
するご契約には、この特約はセットできません。

　ご契約が保険期間中に解除・解約された場合（中途更改を含みます）には、確定精算を行わず、普通保険約款・特約に定める方法に従い保険料を返還・請求いたします。
　中途加入する際には保険期間終了時に確定精算が必要となりますのでご注意ください。
・万が一事故が発生した場合は、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がないと、それによって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保
険金をお支払いすることがあります。

・この保険には、被保険者に代わって事故の相手（被害者）と示談交渉を行う「示談交渉サービス」はありません。賠償事故に関わる被害者との示談交渉・弁護士への法律
相談・損害賠償請求権の委任等は必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめください。あらかじめ引受保険会社の承認を得ないで、損害賠償責任の全部または一部を
承認した場合には、損害賠償責任がないと認められる額を保険金から差し引いてお支払いする場合があります。

・他の保険契約等（異なる保険種類の特約や引受保険会社以外の保険契約または共済契約を含みます）により、既に被保険者について同種の補償がある場合、補償が
重複し、保険料が無駄になることがあります。補償が重複すると、特約の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも補償されますが、いずれか一方の保険契約からは
保険金が支払われない場合があります。補償内容の差異や保険金額（支払限度額）等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。
　（注）複数あるご契約のうち、これらの補償が1つのご契約のみにセットされている場合、そのご契約を解約したとき
等は、補償がなくなることがありますのでご注意ください。
・「サイバーセキュリティ保険」は「サイバーセキュリティ特約セット包括職業賠償責任保険」のペットネームです。
・このパンフレットは概要を説明したものです。ご加入にあたっては必ず「重要事項のご説明 契約概要のご説明・
注意喚起のご説明」をご覧ください。また、詳しくは普通保険約款・特約集をご用意していますので、取扱代理店
または引受保険会社までご請求ください。ご不明な点につきましては、取扱代理店または引受保険会社にお問
合わせください。

ご加入にあたって
●本制度について
ご契約の内容は適用される普通保険約款・特約によって定まります。この保険の包括職業賠償責任保険普通保険約款・特約集および保険証券は保険契約者である一般
社団法人 日本フィットネス産業協会に交付されます。各会員企業には、加入証明書を発行いたします。

●加入対象
一般社団法人 日本フィットネス産業協会の会員企業。ただし、以下の項目に該当する場合は、加入できませんのでご注意ください。
（１）これまでに情報（個人情報に限定しません。）の漏

ろう

えいもしくは本保険の対象となるその他の事故が現実に発生したことがある事業者。
（２）現時点において情報（個人情報に限定しません）漏

ろう

えいの事実またはそのおそれがある事業者。
＊上記に該当するにも関わらず加入した場合、告知義務違反となり、事故の際に保険金が支払われない場合があります。
●加入単位
加入は事業者（法人・個人事業主）単位での加入となります。

一般社団法人　日本フィットネス産業協会

ＦＩＡ サイバーセキュリティ保険制度
日本フィットネス産業協会 会員企業の皆さまへ

日本フィットネス産業協会会員企業向けの制度です。

包括職業賠償責任保険普通保険約款・サイバーセキュリティ特約・プロテクト費用補償特約・情報漏えい限定補償特約
ろう

2026年4月20日（月）
お申込み締切日

2026年6月1日 午後4時から1年間
保険期間（ご契約期間）

漏えい
侵 入
+

STOP
ろ う

○次のような（損害賠償請求に起因する）損害に対しては、保険金をお支払いできません。
・被保険者の犯罪行為（過失犯を含みません）
・地震、噴火、洪水または津波
・被保険者が他人に損失を与えることを認識（認識していたと判断できる合理的
な理由がある場合を含みます）しながら行った行為
・業務に際して、法令の定めにより資格その他要件、または免許、許可もしくは認
可等を必要とする場合において、その資格を有さないまたは免許、許可もしくは認
可等を受けていない間に被保険者が行った行為

・財物の滅失、破損、汚損、紛失または盗難（これらに起因する財物の使用不能
損害を含みます）に対する損害賠償請求

・この保険契約の始期日において、被保険者に対する損害賠償請求がなされる
おそれがある状況を被保険者が知っていた（知っていたと判断できる合理的な理
由がある場合を含みます）場合において、その状況の原因となる行為に起因する
一連の損害賠償請求　など

○次のような損害賠償請求に起因する損害に対しては、保険金をお支払いできません。
・被保険者によるサイバー攻撃、マルウェアの作成・意図的配布、ゲリラ活動等の
侵害行為
・株主代表訴訟
・企業その他組織の信用毀損、信頼の失墜、ブランドの劣化または風評被害　
など

○次のような費用に対しては、保険金をお支払いできません。
・業務の履行の追完または再履行のために要する費用（追完または再履行のた
めに提供する財物、情報または役務の価格を含み、被保険者が支出したと否と
を問いません）
・業務の結果の回収、廃棄、検査、修正、交換、やり直し、その他必要な処置のた
めに要した費用　など

き

FIAサイバーセキュリティ保険は、FIAによる加盟クラブ専用の団体保険です。サイバーセキュリティのリスク
は会員情報の漏えいだけでなく、企業の主幹システムへ侵入という新たな脅威も加わっており、ランサム
ウェア（身代金要求型データロック攻撃）など外部からの悪意あるシステム侵入による実害と保険金支払い
も発生しています。
FIAでは万が一漏えい事故が発生した場合でも、顧客や社会に対し迅速に対処できるようこの制度を運用し
ています。この制度はFIAを保険契約者としたサイバーセキュリティ保険で、団体契約のメリットを活かし加入
者の負担軽減を図っています。
侵入予防に努めることが第一ですが、防御しきれない以上、万が一に備え対応費用を補償する保険をご用意
ください。

ろう

ろう

流失したら！個人情報が

FIAの制度なので保険料が割安です

詳しくは右記コードより、重要事項
のご説明を読み込み、ご確認くださ
い。右記コードからご確認できない
場合は取扱代理店または引受保険
会社までご請求ください。

重要事項の
ご説明

もし！

2026年（令和8年）4月14日

F I A からのお知らせ

FIA
サイバーセキュリティ保険
事前ご案内

令和９年３月
高等学校等卒業生徒の
採用選考期日等について

（厚生労働省広報）
1 2

　FIAの「サイバーセキュリティ保険」のご案内を代表者、
窓口ご担当者様宛郵送でお送りしています。
　FIAの団体保険「会員情報漏洩賠償責任保険」として
発足し、20年目の制度です。
会員クラブの皆様にはぜひ見積もり依頼で保険料をお
確かめいただき、現在の保険料との比較をお願い申し上
げます。

《令和９年３月新規高等学校卒業者の採用選考期日等》

●ハローワークによる求人申込書の受付開始
	 ・・・・・・・６月１日
※高校生を対象とした求人については、ハローワークに
おいて求人の内容を確認したのち、学校に求人が提出
されることとなります。

●企業による学校への求人申込及び学校訪問開始	
	 ・・・・・・・７月１日

●学校から企業への生徒の応募書類提出開始	
	 ・・・・・・・９月５日
	  （沖縄県は８月30日）

●企業による選考開始及び採用内定開始	
	 ・・・・・・・９月16日
厚生労働省広報ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001662285.pdf

定時総会・
会員交流会（６月）の予定3

　2026年度FIA定時総会と会員交流会等の催事は、６
月19日（金）午後、TKPガーデンシティPREMIUM東京
駅日本橋（中央区日本橋3-11-1HSBCビル）で開催の
予定です。５月にあらためてご案内申し上げます。
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⇒仕事の標準を理解し、効率的に仕事をする
⼊社後、間もない⼈（3級）

FCM技能検定
こんな⼈に学習‧受検をお勧めします！

専任分野経験者（3級‧2級）
⇒広い視野を広げ、成⻑を促進する

部下とチームの⽬標達成責任者（2級）

⇒実務的なマネジメントスキルを開発する

部⾨管理責任者（2級）
⇒管理知識とPDCA能⼒を強化する

損益計画担当者（1級‧2級）
⇒計数管理と法的知識を習得する

管理職候補（2級）

⇒ KPI設定能⼒を向上させる

トピックス

FCMの詳細、
お試し問題等は
コチラ！

F C M 検 定 コ ー ナ ー

フィットネスクラブ・マネジメント技能検定

2026年度試験実施概要発表！
今秋11月19日～22日、47都道府県の300会場（テストセンター）にて実施決定！
勤務地や居住地の近くで、4日間で都合の良い時間を選んで、受検できます。
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F C M 検 定 コ ー ナ ー

「ＦＣＭ合格すると得する7つ」紹介シリーズ③

「（FCMテキスト）既に持っている」からこそ 
Vol.4が必要になる5つの理由シリーズ②

2級インフォグラム

Vol.4 は、ビジネス環境の変化に対応し、VOL.3までにはない内容が記載されています。

3級インフォグラム

加速度的に発展し、必須知識となっているWeb,SNS等を活用したwebマーケティング
　WebマーケティングはCPAをコントロールしながら、CVを最大化させることが重要である。CPA
は「Cost Per Acquisition」の略で、日本語では「顧客獲得単価」と訳される。
　CVは「conversion（転換、転化）」の略で、Webマーケティングでは最終成果という意味で使わ
れる。
　フィットネスクラブ業界では、体験予約または見学予約、入会などをAcquisitionまたはCVと設
置することが多い。
　CPAの数値は1人当たりの顧客が生涯にわたって会社にもたらす収益や粗利率、平均購入価
格から目標数値が設定される。

2 デジタルマーケティング（一部紹介）
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F C M 検 定 コ ー ナ ー

一部紹介した内容の全てが、
以下のテキストに記載されています。

次の発行は2028年予定、
2025年～2027年は

この本！

試験勉強だけではなく、
日頃の仕事や

研修に使えます！

公式テキスト 解答解説集

購入はこちらから

webマーケティングの1例として、ホームページに入ってきた人をどう体験・見学予約まで完了してもらうかが最後のステッ
プとして理解する。

　CVRは「Conversion Rate」の略で、来訪者に対して何%がCV（転換）し
たかの割合を示す。その際に、左図のファネル（ＣＶへの経路）でＡ店は予約
段階で離脱している人が多い。見学時間や受け入れ体制が不充分の可能
性有り。
　Ｂ店は入口のページで離脱して居る人が多い。ページに魅力が無い、訪
問促進広告配信がターゲット層から外れている可能性有り。
　左図のようなファネル分析を行うツールとして有効なのが「Google 
Analytics」である。GoogleAnalyticsはGoogleが無料で提供するWebペー
ジのアクセス解析サービスで、多くの企業が導入している。

2 デジタルマーケティング（一部紹介）
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事前審議した賛助会員入会１件が承認となったことが報告され、新たに申請のあった入退会につき説明を行った後全て意義なく
承認された。
（1）事前審議の報告

2月13日配信2月24日締切締切　（株）ＭＪカンパニー入会は承認された。
返信数　13　　承認数　13
１．賛助会員：株式会社ＭＪカンパニー　岡山県岡山市　資本金：1,000万円
事業内容：施術機器「メディセル」製造販売他　

（２）その後正会員・賛助会員の入退会申請があり承認につき審議。
 入会 
１．賛助会員
１．会社名　　ヤンマーエネルギーシステム 株式会社  　
　　所在地　　兵庫県尼崎市
　　資本金　　9,000万円
　　営業内容　ガスヒートポンプエアコン・ガスコージェネによる省エネ提案

２．会社名　　一般社団法人 Lucks  　
　　所在地　　東京都渋谷区
　　資本金　　―
　　営業内容　チームスポーツへの個人参加サービス。スポーツイベント企画運営

 退会 
１．正会員
１．会社名　　株式会社 西武レクリエーション
　　所在地　　東京都新宿区
　　理　由　　運営会社変更に伴う退会
　　入　会　　2021年1月
　　施設数　　６
　　　　　　　※新たに運営を担う株式会社BORECAが正会員に入会する。（手続き待ち）

２．会社名　　株式会社 プロフィットジャパン
　　所在地　　東京都北区
　　理　由　　クラブ運営を休止しているため
　　入　会　　2003年10月
　　施設数　　１→０

2026年（令和8年）4月14日

FIAは3月27日（金）第240回となる理事会を開催し、
理事監事17名が出席した。第240回

FIA理事会報告

議事1-1　会員入会の件

審議・決裁事項
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2．賛助会員
１．会社名　　株式会社 ウェルカム
　　所在地　　東京都千代田区
　　理　由　　会社都合
　　入　会　　2022年4月
　　営業内容　健康・美容機器販売

２．会社名　　ミライズエネチェンジ 株式会社
　　所在地　　東京都中央区
　　理　由　　販売方針変更
　　入　会　　2025年2月
　　営業内容　EV充電サービス　

３．会社名　　水素システムジャパン 株式会社
　　所在地　　横浜市都筑区
　　理　由　　不明
　　入　会　　2024年1月
　　営業内容　水素ガス吸引システム

４．会社名　　株式会社 エアコンワーク
　　所在地　　東京都渋谷区
　　理　由　　社内体制見直し
　　入　会　　2025年4月
　　営業内容　業務用エアコン販売・施工

事務局より事業分野の状況並びに今後の予定について説明を行い、必要事項は協議・決定した。　

　1．一般事業　

１．フィットネス体力テストについて
１．フィットネス体力テストシステム利用状況
　　〇2025年度の測定件数累計：6,467件　
　　　　　
（２）健康保険組合連合会との取り組みについて
　　【今年度の実施状況／対応クラブについて】

備考：都道府県連合会の１都道府県に対しての
支援金は今年度で終了するが、次年度以
降は全国9ブロックに分割されているブ
ロック　への支援金は継続される予定。
引き続き、提案済みである九州地区合同
体験会のようなブロック毎の体験会を
2026年度において継続されるよう働きか
ける。

2026年（令和8年）4月14日

第240回 FIA理事会報告

議案２　報告・協議・承認事項
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　　【2024～25年度体験会を経た企業健保における体力テスト実施に関する進捗】

　　　　※上記全社より次年度の継続した測定及び結果に応じたアドバイスの実施について要望があり、商談中。

【データ分析の進捗】
　本事業の重要な目的として、測定データの分析による運動実施と体力状況の相関関係の定量的可視化があるが、既に有効デー
タ数が1万を超え、結果の信ぴょう性が担保される状況になっている。
〔主なデータ分析事例〕

2026年（令和8年）4月14日

第240回 FIA理事会報告
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２．FIAマスターズスイミング選手権大会について
（１）春季関東大会　（報告）
　3月14日（土）264チーム、1,206名にて開催した。
　・FIA加盟企業：138チーム／862名、一般参加：126チーム／344名
　・参加比率（加盟企業：一般）：約7：3

今年は加盟企業に対して優先受付を実施したこともあり、 加盟企業の参加比率が昨年（約4：6）と比し大きく増加した。
実行委員の声からも、クラブ会員の積極的なモチベーションに支えられた大会であることが見て取れ、大会主催の意義は大
きいと確認できた。

　・記録は、世界記録なし、日本記録６であり、強豪一般チームが欠けた反映と思われる。　
　・来年（2027年3月）は2日間開催の見込み。
　・課題事項として、正会員各社に対する参加働き掛けが依然課題である点、及び、実行委員や競技役員に対する手当（費用）
　　水準の改善等が挙げられた。
　　　
（２）秋季関西大会（報告）

　秋季関西大会（9月）は、1月理事会での協議を受け、再建に向けて各社協力のもと開催することとして京都アクアリーナと
協議を開始したところ、施設に重大な補修事項が生じ予定日程での使用が不可と判明した。マスターズ水泳協会、実行委員企
業等のご尽力により、滋賀県草津市の「インフロニア草津アクアティクスセンター」が使用可能となり、収支見込みも立つこ
とから、同所を会場とする方向で準備を開始した。9月26日（土）開催予定。

３．こども性暴力防止法マスコットマーク（こまもろう）及び日本版DBS広報の件
　本年12月25日の制度開始に向け、1月16日会員あてマスコットマーク広報メールを配信したのに続き、FIAニュース３月号
にて日本版DBS制度と認定事業者となるための要件・手続きを紹介した。ただし、加盟クラブ並びに社会に対するFIAとして
の姿勢は次回理事会における協議を経て公表することとした。

４．野村不動産ライフ＆スポーツ依頼の件
　昨夏発生したプール事故に関して、12月に調査報告・再発防止策などが公表された。これを踏まえ、FIAニュース特別号（号
外）の形により、報告書に沿う情報を共有することで、業界をあげた再発防止とスタッフ教育への取組みの促進に資する広報
を行うこととした。現在野村不動産ライフ＆スポーツにて作成中の広報内容を受領次第、実施予定であることが説明された。

５．学校施設等を活用した生涯スポーツ推進のための先進モデル構築事業（スポーツ庁）について
　令和8年度スポーツ庁予算計画に盛り込まれる表記モデル事業の受け皿となれるよう準備中であり、入札資格を取得したこと
が報告された。

６．消費者庁事故調査委員会との協議について
　消費者庁事故調査委員会による、パーソナルジムにおいて発生する障害事故の件数・内容などに関する調査の一般公表に向け
た再発防止策部分のまとめ方について、同庁審議会において検討中であることが報告された。

７．HFAとの連携協議について
　３月にサンディエゴで行われたHFA年次コンベンションに参加した手塚理事、佐々木監事が、FIA会長代理としてHFA上席デ
ィレクターMike氏、アジアパシフィックディレクターSean Tan氏との会議を持ち、SPORTEC2026（７月）の期間を利用した交
流などの具体策を含む相互連携に向けた協議を行ったことが手塚理事より報告された。

　　
　２．検定事業　

１．1級試験結果についての報告
　・2月22日（日）東京及び大阪会場にて、フィットネスクラブ・マネジメント技能検定
　　1級実技試験を計画通り実施した。20名が受検し、合格者6名。
　　結果、2026年度1級総受検者（学科試験含む）の1級技能士合格率は、18％とほぼ例年同様であった。
　
２．2026年度計画の厚労省承認と準備について報告

・2026年度フィットネスクラブ・マネジメント技能検定事業計画について、1月理事会承認の内容にて厚生労働省より承認通

2026年（令和8年）4月14日

第240回 FIA理事会報告



14

知を受領済。
・2026年度よりの受検料改定申請について、厚生労働省より承認され、後日官報に掲載される予定。
・上記、試験日程及び受検料についてはFCMホームページ上での詳細開示は、計画通り4月11日とする。

　
３．「FIAキャリア継続支援プロジェクト」準備状況について報告

・人材不足が加速している昨今、業界内の有為な人材が働き続けることを支援することを目的とした。
・特に、経験豊富な人材が、介護や配偶者転勤等やむ得ない事情で転勤・離職するケースにあたって、そのキャリア継続を支

援する仕組みとする。
・また、参画企業及びFIA事務局への経済的負担0、実務負担最小に設計し、合法性を確認の上スモールスタートして、稼働

状況・課題を注視し、その後の継続・改善を検討する。
・理事企業の人事部長クラス連絡会にて協議し、執行理事会にて承認いただいたプランについて、正会員企業にアンケート調

査を実施した。回答は22社。
　※詳細は本号Topics参照

結果
回答企業タイプ
全国規模展開企業　8
エリア展開企業　14
1　キャリア継続支援プロジェクトには、95％賛同
2　導入する企業　73％
3　条件付き導入　22％
4　導入後の稼働見込み人数　概ね　年間で1人～10人程度

結論
・当該プロジェクトを2026年度に準備でき次第稼働することを提案する。

　　
　３．FIA改革プロジェクト

プロジェクトによる４回の討議の活動報告を会長より説明した。
内容の方向性は本理事会で決定し、新年度理事会により実施推進することとした。
概要要点は以下の通り。

活動報告書
FIAの発展を見据え、可能性と現状課題を精査することで今後の具体的な取り組みについて理事会で議論を深め、対応方針を固
める必要性が理事会にて確認されたのを受けて、
その精査を担う機関として「FIA改革プロジェクト」が立ち上がり、4回の討議を行った。

１． 改革の目的
▶︎社会的認知向上と機能強化： 国民の健康を支える重要なインフラとしてのフィットネス産業を支える業界団体としての機

能を強化する。
▶事業支援の増強： FIA加盟企業の事業の延伸に寄与する取り組みを増強する。

２．改革に向けた現状の課題
▶取り組みに必要な原資の不足： 資金、およびマンパワー（事務局の人員不足）。
▶理事会体制の整合性と機能強化。
▶FIAブランド力の強化。

３． 現状課題解決に向けた主たる検討事項
▶原資確保への対応：（ポジティブな戦略を実施するため）
＊正会員を主とした会員増強
＊新たな収益事業の創出（フィットネス体力テスト事業の強化）。
▶マンパワー不足の解消：

2026年（令和8年）4月14日

第240回 FIA理事会報告
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＊事務局機能を部分的にサポートする人材を理事企業から募る（無償前提）。
▶理事会体制の見直し：
＊正会員企業による再編。別途、賛助会員で構成する新たな機能を設置する。
▶ブランド力強化：
＊新たな会員加盟促進に寄与することを前提とした、フィットネス参加促進イベント（「フィットネスの日」等）の検討。

４．課題への対応に向けた理事会機能（委員会設置）の提案
　課題解決に向けて優先的に取り組む必要があるため、理事会内にあらためて委員会を立ち上げ、個別な取り組みの検討を主
導し、最終的に理事会に諮る方向性を固める。
①会員増強検討委員会
▶進め方： 来年度以降（6月以降）に正式発足。随時報告を行い、1年を目途に各課題に対する対応の最終決定を行う。
▶留意事項：
＊新規・既存会員双方のメリット・課題の洗い出しと、拡大シミュレーションを慎重に行う。（多様化する業態との加盟・連

携関連業態の加盟連携）
＊個人事業主、ジム、スタジオまで対象を広げる場合の方向性や参画方法は、論点が分散せず、双方にメリットが生まれる様

慎重に議論する。
▶補足（既に着手している点）： 既存メリット（JASRAC割引、体力テスト参画、FIAニュース、法令サポート等）の理解

促進のため、3月に未加盟企業への入会促進を初めて実施する。
②FIAブランド力強化委員会
▶検討内容：
＊「フィットネスの日」イベントの実施： 全国規模で運動参加の機会を提供し、新規入会促進とブランド浸透を図る。
＊「フィットネスの窓口」の設置： 多様な問い合わせへの対応や、FIA加盟施設を検索できる窓口を設置し、利便性と信頼

性を高めFIAブランド力向上を図る。
▶体制・備考：
＊理事企業よりイベント企画等の専門性に長けた人員を配置する。
＊スポーツ庁、経産省、厚労省等、国の健康増進施策との連動についての論点を不可欠とする。

５. 理事会体制の検討
HFAの提言や他団体の調査に基づき、2026年度からの理事会の構成について検討、協議を行う。
▶選定機能： 新たな理事体制の骨子策定および理事の選定については、執行理事会において具体案を策定し、理事会に諮る

ものとする。
▶賛助会員： 役割とメリットを整理し、FIAと賛助会員が共に発展できる組織を別途設置する。

６. 事務局マンパワーの補強と収益事業の拡張
▶事務局サポート： 改革に伴う新業務に対応するため、理事企業からボランティアによるサポート（商談同行、オンライン

支援等）を募る。検討にあたっては「何のために、どのようなサポートが必要か」を明確に示す。
▶体力テストの展開： 収益確保のため、正会員の優位性を担保しつつ、企業健保等による「実施主体の内製化（既存施設や

有資格者による実施）」の要望に応える枠組みの拡張を検討し、理事会の理解を求めていく。

2026年（令和8年）4月14日

第240回 FIA理事会報告
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7,700万人のフィットネス会員の
トレーニング方法

HFAの最新データが示す、変化する機器、トレーニング、会員動向

ここに紹介するトピックスは、
HFAとFIAの提携によりHFAがリリースしたレポートの一部を要約して紹介する、

海外フィットネス関連情報です！

米国のフィットネス施設では、筋力、リカバリー、そしてバランスがジムやスタジオの利用形態を形作り、
また会員は機器、コーチング、コミュニティを新たな形で融合させている。

その結果、2024年、米国のフィットネス業界は過去最高の7,700万人の会員を迎え、
総顧客数は約9,600万人に達した。

今回紹介するのは、HFAが毎年実施している消費者調査結果から分析した最新レポートである。

2024年、米国のフィットネス業界は新たな高みに到達しました！
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会員数と
利用率の記録的な伸び

　フィットネス施設の会員数は2024

年に5.6%増加し、2023年の5.8%増

に続き、業界史上最高の2年連続成長

を達成しました。昨年、6歳以上のア

メリカ人の4人に1人（24.9%）がフ

ィットネス施設の会員となり、アグリ

ゲーター利用者（注１）、都度払い利

用者、保険加入者、企業プログラム加

入者を含む顧客浸透率は31.0%に達

しました。

　これらのデータは、フィットネス施

設がアメリカ人の健康とウェルビーイ

ング追求において中心的な役割を担う

ようになったことを示しています。多

くの人が体系的な運動施設に戻りつつ

ある一方で、施設内での行動はコロナ

パンデミック以前とは異なっています。

現代の会員は、運動強度にこだわるの

ではなく、バランス、健康寿命、そし

て生活の質全般をより重視するように

なっています。

会員の実際の利用状況

　ランニングマシンとフリーウェイト

は依然としてジム体験の基盤となって

いますが、機器利用の微妙な変化は、

トレーニング文化のより深い変化を物

語っています。

　2024年には、会員の43.4%がラン

　2024年、米国のフィットネス業界

は新たな高みに達し、ジム、スタジオ、

その他のフィットネス施設は過去最高

の7,700万人の会員を迎え、総顧客数

は約9,600万人に達しました。

　会員数の増加に伴い、人々がこれら

の施設を利用する方法も変化しており、

それが業界の次の成長段階を形作って

いくでしょう。

　これは、HFA（Health & Fitness 

Association）が発表した「2025年米

国ヘルス＆フィットネス消費者レポー

ト：拡張版インサイト」の中心的な調

査結果です。この新しいレポートは、

HFAが毎年実施している消費者調査

の第2弾です。

　前回発表された「ヘッドライントレ

ンド」レポートは、全国的な会員数と

成長の概要を示していましたが、「拡

張版インサイト」では、その成長の背

景にある行動、嗜好、人口統計を掘り

下げ、会員が実際にフィットネス環境

とどのように関わっているかをより詳

細に分析しています。

　6歳以上の米国居住者1万8000人を

対象とした全国代表調査に基づくこれ

らの報告書は、機器の使用状況やアク

ティビティへの参加状況から、コーチ

ング、施設の選択、継続利用に至るま

で、2024年におけるアメリカ人のフ

ィットネス業界との関わり方を、これ

までで最も包括的に明らかにしていま

す。

ニングマシンを、32.1%がダンベル

またはフリーウェイトを使用しており、

これらが最も頻繁に利用されているト

レーニング方法となっています。同時

に、レジスタンスマシンとエリプティ

カルマシン（クロストレーナー・カー

ディオマシン）の利用率は低下傾向に

あり、2021年の31.4%と23.2%から、

それぞれ26.6%と18.8%に減少して

います。この傾向は、筋力、協調性、

そしてコントロールを重視する、より

機能的で自由な形式のワークアウトへ

の緩やかな移行を示しています。

　心身の健康や回復を目的としたアク

ティビティも増加傾向にあります。ヨ

ガ の 参 加 者 は 前 年 比 2 0 . 2 % か ら

21.8%に増加し、ピラティスも8.1%

に上昇しました。これらの成長分野は、

HIIT、ブートキャンプ、カリステニク

スといった高強度トレーニングの参加

者が横ばい、または減少している状況

とは対照的です。

　一方、ピックルボールの人気急上昇

は施設のプログラム構成を大きく変え

つつあり、会員の参加率は2021年の

3.3%から2024年には8.1%へと倍増

以上となっています。多くの運営者に

とって、この成長は多目的スペースや、

スポーツ、レクリエーション、フィッ

トネスを融合させたハイブリッド型会

員モデルへの投資を促進しています。

2026年（令和8年）4月14日
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界全体では男女比はほぼ均等ですが、

施設タイプによる違いは拡大していま

す。

　スタジオは女性中心の傾向が強まる

一方、多目的施設、企業施設、非営施

設は男性に偏っています。人種的・民

族的多様性も高まっており、特にスタ

ジオや職場のフィットネスセンターで

は顕著です。これらの施設は、従来型

のジムでは十分に代表されてこなかっ

た層にとっての入り口となっています。

　所得による区分は依然として顕著で

す。世帯収入7万5000ドル以上の会

員は依然として全会員の半数強を占め

ていますが、中間所得層の会員数は増

加傾向にあります。低所得層の会員数

も、企業プログラム、コミュニティセ

ンター、保険会社との提携などを通じ

たアクセス拡大に支えられ、緩やかに

増加しています。

より広範な文化的変化

　これらの調査結果から、一つのテー

マが浮かび上がってきます。それは、

アメリカ人が「健康」の意味を再定義

しつつあるということです。筋力トレ

ーニング、柔軟性トレーニング、レク

リエーションといった従来の境界線は

曖昧になりつつあり、トレーニング、

リカバリー、そして社会的なつながり

を融合させた包括的なアプローチへと

変化しています。

「この新しいレポートは、アメリカ人

が機器、トレーニング形式、コーチン

グをどのように組み合わせ、施設が会

コーチング、
アカウンタビリティ、
そしてハイブリッド型
ルーティン

　プロのコーチングは、フィットネス

体験を特徴づける要素となっています。

2024年には、会員の約4人に1人

（22.6%）がパーソナルトレーナー

の指導を受け、3分の1（32.3%）が

少人数制グループトレーニングに参加

しました。これらの数字は、両カテゴ

リーにおいて過去最高を記録したこと

を示しています。

　パーソナルトレーニングの2024年

の成長の大部分は女性によるもので、

参加者数は15.9%増の730万人に達し

ました。一方、少人数制グループトレ

ーニングの成長を牽引したのは、10

代とジェネレーションX世代の成人で

した。

しかしながら、コーチングを受ける会

員数は増加しているものの、その頻度

は減少しています。会員1人当たりの

パーソナルトレーニングセッション数

は、2019年の28回から2024年には

平均21回に減少しました。少人数制

グループトレーニングでも同様の傾向

が見られ、セッション数は年間23回

に減少しています。

誰がどこに属しているのか：
新たな会員構成の現状

　施設タイプと会員プロファイルは、

ますます密接に結びついています。業

員に提供するサービスをどのように変

革しているかを示しています」と、

HFA（健康フィットネス協会）のリ

サーチ担当副社長、アントン・セヴェ

リン氏は述べています。

「トレーニング方法の多様化が進み、

健康維持、リカバリー、バランスへの

意識が高まっています。これは、フィ

ットネスが一時的な流行ではなく、生

涯にわたる取り組みとなっていること

を明確に示しています」

■本レポートについて

「2025年米国健康・フィットネス消

費者レポート：拡張版インサイト」は、

Sports Marketing Surveys USAが

HFAおよび身体活動協議会（Physical 

Activity Council）の他のメンバーと

提携して収集したデータに基づいてい

ます。この調査は、過去12ヵ間の参

加率を反映しており、6歳以上の米国

全人口を対象としています。

2026年（令和8年）4月14日

注１）アグリゲーター利用とは、例えば複数のフ
ィットネスジムやブティックスタジオを束ねて、
会員に「使い放題」、「都度利用」などの柔軟な
プランを提供するプラットフォーム（例：CLASS 
PASS）
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業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版

（2026年３月の報道記事より）

全国中学校体育大会、
陸上は午後3～7時に実施へ
暑熱対策

　全国中学校体育大会（全中）の改革で、暑熱対策と
して2026年度大会から、陸上競技を午後3時から7時
の間に行うと明らかになった。
　26年度の陸上競技は8月に山口市で行われる。昨年
8月に沖縄県沖縄市で開かれた大会では、最終日の開
始を午前10時半から午後2時に遅らせるなど、気温が
最も高くなると予想される時間帯を避ける対応が取られ
た。27年度大会からは男子3000メートルを廃止するな
ど、午後3～7時の間に確実に競技を終えられるように
実施種目も見直す予定。
　近年は夏場に全国的な猛暑が続き、スポーツ大会で
選手を熱中症から守るための対策が急務となってい
る。日本スポーツ協会は、気温と湿度などから算出する
暑さ指数（WBGT）が31を超えた場合は「運動は原則中
止」の指針を策定。日本陸連も昨年12月に同様の内容
を盛り込んだ、育成年代（中高生対象）における競技会
ガイドラインを定めている。〔共同〕

（2026年3月5日／日本経済新聞）

｢飲める氷｣つくる冷蔵庫
飲みかけ保存機能を追加　シャープ

　シャープは、ペットボトル飲料を氷と液体が交ざった
シャーベット状の「アイススラリー」にできる冷蔵庫の新
製品を開発したと発表した。今回、飲みかけの飲料を庫
内に戻してもシャーベット状態を維持できる機能を新た
に追加。法人向けのレンタル専用で4月から貸し出す。
価格はレンタル期間によって異なるが月3万～4万円程
度。建設現場などで熱中症対策での利用を見込む。

　製品名は「アイススラリー冷蔵庫」。飲料を凍結温度
以下になっても液体が凍らない「過冷却」にする機能を
搭載している。飲料を取り出して容器を振るなどの刺激
を加えると、細かい氷と液体が交ざった流動性のある
状態になる。
　シャープは、2025年5月にアイススラリー冷蔵庫の
第1弾のレンタルを始めた。建設現場のほか、製造現
場やスポーツ施設からの引き合いも多い。25年度は
900社以上で採用されており、27年度までに累計で
3000社まで広げる考えだ。

（2026年3月5日／日本経済新聞）

文化審議会BGM使用料
「レコード演奏・伝達権」報告書を
大筋了承　　
歌手・企業にも配分

　文化審議会は、カフェやスポーツジムなどの商業施
設で流れるBGMの使用料を、歌手やレコード会社にも
分配できるようにすべきだとの報告書を大筋で了承し
た。これまでは作詞家、作曲家ら著作権者にだけ分配さ
れ、歌手やレコード会社は報酬を得られていなかった。
　文化庁は今国会で著作権法改正案の提出を目指す
楽曲が流れた際に歌手らが報酬を得る権利は「レコー
ド演奏・伝達権」と呼ばれる。文化庁によると、欧州や
韓国など142の国や地域で導入済み。法改正により国
際社会と足並みをそろえ、歌手側の権利保護や活動支
援につなげるのが狙いだ。商業施設にとっては新たな
負担となる。
　報告書は、権利導入によって国際的な制度との調和
を図り、歌手らへの対価還元を促進すると意義を強調
した。使用料の徴収と分配は文化庁長官が指定する団
体が担う。
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　使用料に関するルールの作成などに準備期間を3年
程度設けるべきだとした。
　商業施設から負担増への懸念の声が出ていることを
踏まえ、小規模事業者などに対しては支払い免除や減
額を検討するよう求めた。
　文化庁が実施したパブリックコメント（意見公募）で
は、「適正な対価還元が実現されるべきだ」「後進育成
や支援につながる」と権利導入に賛同する意見が寄せ
られたという。

（2026年3月5日／日本経済新聞）
事務局註：FIAでは審議会に対する業界としての意見提
出等について文化庁著作権課の依頼を受け2025年
10月、当業界の音楽利用の特殊性説明及び公平・簡
便な課金制度要望の意見書を提出している。

hacomono、ポイント制でジム施設利用
消費者向けサービス参入

　クラブ運営システムを手掛けるhacomono（東京・渋
谷）は、スポーツジムやヨガなどのスタジオ、サウナなど
約300の施設をポイント制で使える消費者向けのサー
ビス「FitFits（フィットフィッツ）」を始めたと発表した。
　新サービスでは東京23区、川崎市などの施設を月額
3980円から利用できる。支払った料金に応じてサービ
ス内で利用できるポイントが付与され、ポイントを消費
して好きな施設を利用できる。余ったポイントは翌月に
繰り越せるため、忙しく利用できない時期がある人も利
用しやすい。
　hacomonoはスポーツクラブなどの施設向けに、予
約や入退館を管理するシステムを提供しており、運営の
知見を消費者向けサービスに活用する。施設には運営
システムと連動したサービスで集客できる点を訴える。
　蓮田CEOは「今後は需要の獲得に全力をそそぐ」と
話す。年内に2000施設を利用できるようにする計画
で、利便性を高めて利用者の拡大を目指す。

（2026年3月10日／日本経済新聞）

肥満指標達成のハードル高い
「50歳以上は緩和を」民間研究会

　根拠に基づく政策立案（EBPM）を促す一般社団法
人グローバル政策研究機構（東京・千代田）は、国が定
める適正体重の目標値では肥満リスクが過度に強調さ
れかねないとして、50歳以上は緩和するよう求め、健康
づくり政策の実効性底上げに向けた提言を発表した。
　厚生労働省が「健康日本21」などで目標値を定める
体重と身長をベースとした数値である体格指数（BMI）
では、25以上が「肥満」に当たる。
　提言は「高齢者における肥満リスクが相対的に過大
に理解されてしまう可能性がある」と指摘した。医療費
抑制の効果などを踏まえ、50歳以上は上限を27とすべ
きだと訴えた。
　機構では「達成に向けたハードルが高すぎ、設定根
拠が曖昧、生活実態に合致しない、性差や年齢への配
慮がないといった問題がある」と指摘する。
　厚労省の24年の調査では、20～60代の男性のうち
3人に1人がBMI25以上の「肥満」にあたる。年代別の
BMI目標値は上限が一律25未満で、下限は痩せること
による死亡リスクを考慮して年代ごとに切り上がる。
50歳以上は50歳未満に比べて1.5～3ポイント高い。

（2026年3月11日／日本経済新聞）

高卒求人サイト
動画や写真で企業紹介
高校向けシステムのハンディ

　高校向け管理システムを手掛けるハンディ（東京・港）
が、高卒向け求人情報サイトを立ち上げる。企業の高
校生への求人票は基本的に紙で大量に学校に届けら
れ生徒は文字情報のみで就職先を考える必要がある。
学校によっては届けられる紙の求人が数千枚に上ると
され、教員が選別した上で生徒に紹介し生徒は文字情
報のみで就職先を検討しているのが実態。新たな求人
サイトでは社員インタビューなどの動画や写真で会社を
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紹介する。
　高校生の就活は大学生とは異なるルールが設けられ
ている。企業は7月以降に学校へ求人を申し込み、選
考開始は9月となるため、就職を希望する生徒は求人票
公開から2カ月ほどで企業を選ぶ必要がある。ハンディ
は7月より前に高卒採用に意欲のある企業の情報を発
信する。
　高卒人材の求人倍率は26年卒で3.94倍と過去最高
を更新し、若手人材を求める企業の採用意欲は高まっ
ている。高卒者の3年以内離職率は22年卒の場合で
38％と大卒の34％より高く、就職のミスマッチが課題
となっている。

（2026年3月13日／日本経済新聞）

運動習慣の男女差最大
週1回以上　男性55%、女性48%

　スポーツ庁はスポーツ実施状況に関する2025年度
の調査結果を発表した。週1回以上運動する20歳以上
の割合は前年度比0.8ポイント減の51.7％。22年度か
ら横ばいで、国のスポーツ基本計画で目標に掲げる70
％に届かない状況が続く。男性は55.0％、女性は48.8
％となり男女差は過去最大となった。
　初調査の「1週間当たりの運動時間」は、中央値で
69.0分。30代女性は30.0分にとどまるなど、子育て、
働き盛り世代の20～50代女性が著しく短かい。女性
の実施率の低さは長年の課題で、スポーツ庁は「女性
の就業率が上がり、時間的余裕がなくなっていることも
背景にあると考えられる」としている。
　23～25年度の3年間の数値から算出した都道府県
別の実施率では、24年度の発表に続いて東京都がトッ
プで56.4％。都市部が高く、降雪地域は低い傾向。
　20歳以上の障害者の週1回以上の実施率は、2.2ポ
イント増の35.0％。国は40％を目標としている。

（2026年3月14日／日本経済新聞）

公務員のカスハラ対策
本名伏せた名札/機器で暴言検知　
自治体職員3割が被害

　社会問題化しているカスハラでは、民間企業だけで
なく、公務員が被害を訴えるケースも多く、政府調査で
は自治体職員の約3割が被害を申告。「全体の奉仕者」
という立場上、一方的に対応を打ち切るのは難しく、専
門家は「現場任せにせず、自治体一丸となった取り組み
が重要」と訴えた。
　きっかけは大阪府内の公共スポーツ施設。土足で利
用しようとした男性を、他の利用者が注意したところ口
論、胸ぐらをつかみ合う事態となったため、施設側が警
察に通報した。
　男性は「普通に利用していただけなのになぜ警察を
呼んだ」と激高し、対応記録を市に開示請求、市担当
者は1人での応対が続き心身共に疲弊した。
　総務省の調査では、公的機関でカスハラを受けたと
答えた人は3割超。民間企業従業員などへの厚生労働
省調査では、10.8%が経験したと回答。
　カスハラ対策を巡っては国も本腰を入れており、昨年
6月、カスハラ対策を義務付ける改正労働施策総合推
進法が成立。企業だけでなく自治体も対象となってお
り、今年10月1日に施行される。
　対応の動きは自治体にも広がる。
＊大阪府寝屋川市：職員の名札に本名以外のビジネス
ネーム使用を認めた。
＊茨城県取手市：対応する職員に「ばかやろう」などの
言葉が浴びせられると、機器が反応し、管理職に知ら
せる仕組みを試験導入。担当者は「職員が安心できる
環境にしたい」とした。
　自治体のカスハラ対策に詳しい大阪経済大の山谷
清秀准教授（行政学）は、難しいポイントを「相手が同じ
地域に住む人なので、簡単に排除できないところ」と説
明する。その上で「現場任せにせず、自治体を挙げて取
り組む必要がある。部署ごとに仕事が多岐に分かれる
ため、実態に即したマニュアルをそれぞれの部署が作る

業界関連ニュースをイッキ読み！
ダイジェスト版



22 2026年（令和8年）4月14日

べきだ」とした。
（2026年3月21日／日本経済新聞）

期間限定に関する不当表示で
エステサロンに措置命令　消費者庁

　エステの施術を期間限定で安く受けられると誤解さ
せる不当な表示をしたとして、消費者庁は、景品表示法
違反（有利誤認）でエステサロン大手の3社に再発防止
などを求める措置命令を出した。
　3社は2024年12月～25年5月、美容サロンの検索・
予約サイト「ホットペッパービューティー」に「今だけ70
％OFF」などと、一部店舗において割引価格で施術を受
けられる有効期限付きのクーポンを表示。しかし、実際
は期限後にも同じ価格で施術を提供していた。 

（2026年3月26日／時事通信）

JR東日本、
グループ従業員1000人でフィットネス　

　JR東日本が健康経営の強化に乗り出している。各
職場に健康リーダーを配置した。1月には高輪ゲートウ
ェイシティ（東京・港）にグループ各社から1000人弱を
集めて、フィットネスや運動データの計測などのイベント
も開いた。鉄道会社は夜勤務もあり、生活リズムを整え
るのが難しい社員もいる。社員の健康への意識を高め
る。

「皆さんが学んで体験し、受け止めたことをグループ全
体の力にしてほしい。一緒に楽しみ、汗をかき、学んで
いこう」。1月下旬、JR東の喜勢陽一社長は同社グルー
プの「健康フォーラム2025」でこう呼びかけた。
　フォーラムは25年に始めた。今回は高輪ゲートウェイ
シティの大会議場で催した。平日の日中にもかかわらず
前回を100人ほど上回る約960人が参加した。予防医
療の専門家による講演に加え、エクササイズや野菜摂
取量の測定といった体験コーナーを充実させた。参加
者全員による合同フィットネスも催した。

　人事系部署で働く30代男性社員は、ボールを使った
エクササイズの体験に参加した。「ラーメンの食べ過ぎ
で体重が2キロ増えたのが最近の悩み。普段は運動を
しないが、今回学んだエクササイズを継続したい」と語っ
た。
　JR東は健康経営に力を入れ、24年には「JR東日本グ
ループ健康ビジョン2029」を策定し健康目標を掲げ
た。＊適正体重の維持者70%以上　＊定期健診受診
率100％　＊喫煙率15％以下　＊歩行1時間以上/日
の人80％以上　＊ストレスチェック受検率95％以上　
＊高ストレス者10％以下　など。
　鉄道業界は夜間や早朝の勤務も多い。夏の暑さや
冬の寒さの中、屋外で作業するケースもある。4月に定
年を65歳に引き上げ、定年後も70歳まで働ける再雇用
制度を導入する。長く働き続けるには健康であることが
大前提となる。
　社内での体制作りも進める。職場ごとに1人ずつ「健
康推進リーダー」を任命し、健康増進に向けて取り組
む。グループ全体で400人を数え、フォーラムでは職場
での取り組みを発表し合った。社員投票で選ばれた優
良事例を表彰し、健康ノウハウも共有する。
ある部署では1日に1時間以上歩く人の割合を80%以
上にする目標を掲げた。1人ひとりに声がけし、1週間ご
との平均歩数のランキングを作成するなどして参加を促
した。85％の社員が目標を達成したという。
　経済産業省は健康経営の効果について、従業員の
活力向上や生産性の向上などの組織の活性化をもたら
すとしている。「業績向上や株価向上につながる」効果
も期待される。国が健康経営の先進事例として選定する

「健康経営銘柄」の13～23年までの10年間の株価
は、東証株価指数（TOPIX）を上回って推移している。

（2026年3月29日／日経MJ）
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